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計画の目標について 

 

■計画期間と目標年度 

本計画期間は、現行計画の目標年度が２０３０年度であることから、２０２２（令和４）

年度～２０３０（令和１２）年度とします。また、基準年度を２０１３（平成２５）年度、

目標年度を２０３０（令和１２）年度とします。 

 

 

 

 

 

 

■計画の目標 

① 温室効果ガス排出量の削減に関する目標 

 2050年二酸化炭素排出実質ゼロを踏まえ、めざすべき 2030年度の温室効果ガス排出削減

目標を設定します。 

 削減目標の設定にあたっては、環境省の「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実

施マニュアル」および「地方公共団体における長期の脱炭素シナリオ作成方法」に基づき、

以下の方法により、比較検討します。 

 

分類 設定方法 メリット デメリット 

① 対策・施策の削減

効果の積上げによ

る設定 

部門・分野別に対策・施策

を設定し、その削減効果を

目標年度における BAU 排

出量から積み上げて総量

目標とする 

・積上げによる目標水準の根

拠を持てる。 

・総量目標が、対策・施策目

標と定量的に整合する。 

・削減効果を定量化できない

対策・施策がある。 

・国や都道府県の対策・施策

効果との重複の扱いが困難

である。 

② 国や県の計画目標

に即した設定 

国の 46%、県の４８％削減

目標および分野別の排出

量の目安を踏まえ設定す

る。 

・簡易に設定できる 

・区域の部門・分野別の排出

量の差異に対応できる。 

・国全体と区域で産業構造等

社会条件が異なっている点

が反映されない。 

③ より長期の目標か

らバックキャストで

設定 

より長期の目標を想定し、

目標年度にどの程度の目

標水準が必要か逆算して

設定する。 

・長期的な展望を踏まえた 

目標設定ができる 

 

・より長期の目標設定必要。 

 

※現行計画では、①の手法により、国、県、市の施策による削減効果を積み上げて削減目標を設定 

 

２０１３ 

（平成２５） 
・・・ 

２０２２ 

（令和４） 
・・・ 

２０３０ 

（令和１２） 
・・・ 

２０５０ 

（令和３２） 

基準年度 ・・・ 改定年度 ・・・ 目標年度 ・・・ 長期目標 

資料３ 
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１．対策・施策の削減効果の積上げによる設定 

部門、分野別に対策・施策目標を設定し、その削減効果を積み上げて目標を設定します。 

 

積み上げによる設定のイメージ （環境省計画策定マニュアル） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．国や県の計画目標に即した設定 

国の「地球温暖化対策計画」、県の「兵庫県地球温暖化対策推進計画」のガス種別・部門

別の 2030年度温室効果ガス排出削減目標を明石市の排出量に換算して設定する場合は、以

下の表のとおりとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国や県の計画目標に即した明石市の削減目標値 
【排出量：kg-CO2】

国の計画
削減目標

県の計画
削減目標

2013年度
明石市の
排出量

国の目標を適
用した場合の

排出量

県の目標を適
用した場合の

排出量

産業部門 38% 39.2% 684,722 424,528 416,311

運輸部門 35% 47.5% 302,706 196,759 158,921

家庭部門 66% 60.9% 372,978 126,813 145,834

業務その他部門 51% 68.9% 204,082 100,000 63,469

廃棄物分野 15% 55.0% 94,753 80,540 42,639

メタン 11% 55.0% 6,145 5,469 2,765

一酸化二窒素 17% 55.0% 28,519 23,671 12,834

代替フロン等 44% 55.0% 65,539 36,702 29,492

合計 1,759,444 994,481 872,266

明石市の削減目標 43.5% 50.4%

 国および県・市の

独自施策を積上げ 
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３．バックキャスティング手法を用いた設定 

（１） 簡易設定 

2050年度の長期目標を想定した場合に、2030年度（目標年度）にどの程度の目標水準

が必要かを逆算して設定します。基準年度から長期目標年度に向かって毎年度一定量の削

減を想定する場合の他、一定率の削減や、非線形な削減率を想定する場合などの複数の場

合が考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           バックキャスティング手法を用いた設定（環境省計画策定マニュアル） 

 

（２） 脱炭素シナリオを基に設定 

2050年脱炭素社会を目指し、脱炭素シナリオを以下の表のとおり設定し、2030年の温

室効果ガス排出量を推計します。 

 

 

部門別 2030 年、2050 年における脱炭素シナリオの設定方法 

産業部門 
・エネルギー消費原単位を年平均 1.0％削減するものとして設定。 
・炭素集約度を電気の排出係数の低減目標に準じて削減するものとして設定。 

運
輸
部
門 

自動車 
・燃費の向上により、エネルギー消費原単位を年平均 1.0％削減するものとして設定。 
・炭素集約度はＥＶや水素燃料等の普及に伴い、2030 年度：30％、2040 年度
70％、2050 年度：100％削減するものとして設定。 

鉄道 
・エネルギー消費原単位を年平均 1.0％削減するものとして設定。 
・炭素集約度は産業部門と同様の考え方で設定する。 

家庭部門 
・新規着工住宅の ZEH 率を 2030 年度：50％、2040 年度～：100％としてエネル
ギー消費原単位を設定。 
・炭素集約度は産業部門と同様の考え方で設定。 

業務その他部門 
・新規着工建築物の ZEB 率を 2030 年度：50％、2040 年度～：100％としてエネ
ルギー消費原単位を設定。 
・炭素集約度は産業部門と同様の考え方で設定。 

廃棄物分野 
・「一般廃棄物処理基本計画」に基づき、１人１日当たりのごみ排出量を年平均６ｇ減
量するものとして、焼却量原単位を設定。 

脱炭素シナリオの設定方法 
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上記により設定した脱炭素シナリオに基づいて、各目標年度における温室効果ガス排出

量を推計すると、2030年度は約 921千ｔ-CO2（基準年度比▲47.7％）、2040年度は約 340

千ｔ-CO2（同▲80.7％）、2050年度は約 182千ｔ-CO2（同▲89.6％）となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

脱炭素シナリオにおける温室効果ガス排出量の将来推計 
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② 再生可能エネルギー導入に関する目標 

温対法改正に伴い、計画目標として、区域の「再生可能エネルギー導入量目標」の設定が必要

となります。 

本市における目標の設定にあたっては、昨年度実施した「明石市再生可能エネルギー導入可能

性調査」の結果を基に検討します。 

 

１．明石市再生可能エネルギー利用可能量調査結果 

既存の資料・文献等に基づき、種別ごとの賦存状況・利活用動向等を示すとともに、それ

らの利用にあたって、エネルギー利用技術等の条件を考慮して利用可能量（ポテンシャル）

を推計しました。 

本市の再生可能エネルギーの利用可能量について、表に示すとおり、太陽光発電が全体の約６

６％と高く、住宅や工場における導入が期待できます。 
 

明石市の再生可能エネルギー利用可能量 
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２．再生可能エネルギー導入目標の検討 

太陽光発電の導入目標の設定に際しては、１の調査結果を踏まえ、本市の地域特性およ

び温室効果ガス排出削減目標との整合や国や県の政策動向なども考慮して検討します。 

 

■国の再生可能エネルギー導入に関する目標 

 2030 年温室効果ガス排出量 46％削減の達成に向け、再生可能エネルギーの導入目標とし

て、2030年度に合計 3360～3530億 kWhの発電量（電源構成では 36～38％）を目指すことと

された。 

 

種別ごとの再エネ導入目標 （経済産業省資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

 

 ＜太陽光発電の導入目標について＞ 

・2030年度まで現行の対策を継続することにくわえ、政策強化により目標達成を目指す。 

・政策強化として、①促進区域の指定等に伴う取り組みの拡大、②公共部門の率先実行、③ 

空港の再エネ拠点化の推進 が挙げられている。 

・②公共部門の率先実行については、政府実行計画において、2030年度までに設置可能な 

公共施設の 50％に太陽光発電を設置することとしている。 
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■県の再生可能エネルギー導入に関する目標 

 県は、2022 年 3 月に改定した計画において、再生可能エネルギーの発電量および再エネ

比率について目標を設定しています。 

 

    兵庫県の再生可能エネルギー導入目標（県地球温暖化対策実行計画より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 


